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１．「官公庁施設整備における発注者のあり方について」答申(H29.1.20)
を受けた取組状況 （H30.8時点）

・研修等を通じた更なる
理解の促進

・継続的な見直し

（２）技術基準等の整備・活用と
人材育成の促進等

（３）個別の公共建築工事の適切な発注
と実施に資するための環境の整備

（４）発注者間の協力や連携の
促進等

答申 Ⅳ．当面実施すべき施策 主な取組 今後の更なる取組

○ 「官公庁施設整備における発注者のあり方について」答申（平成２９年１月２０日社会資本整備審議会）において、
国土交通省が当面実施すべき施策について提言された。その取組状況は、以下のとおり。

H29.6 「公共建築工事の発注者の役割」解説書（第一版）の作成・公表
（１）発注者の役割の理解の促進

答申を踏まえ、発注者の役割の理解の促進、技術基準や発注者の業務内容に関する情報提供、相談窓口
の周知等のために開設

H29.4 ポータルサイトの開設

地方公共団体、業界団体等関係機関の意見も踏まえてとりまとめ、都道府県・政令市の営繕、契約、建設
業担当部局へも通知

・ニーズ等に応じて必要な
改善を図りながら、最新
情報を順次掲載

H29.5～ 「全国営繕主管課長会議」等の開催

上記（１）～（４）共通

H29.5～ 発注者支援に関する環境整備

H29.5～ 先進的取組等の情報提供

全国営繕主管課長会議や中央官庁営繕担当課長連絡調整会議の開催、設計者や施工者等団体との意見交換会の開催

H29.4 「入札時積算数量書活用方式」等の普及・促進

「同方式運用マニュアル」等とともに地方公共団体へ普及・促進

・ニーズ等に応じて必要な
改善を図りながら、最新
情報を順次掲載

土地・建設産業局と連携し、懇談会で、答申を補足するものとして手引きを作成し、地方公共団体等へ通知

・研修等を通じた更なる
理解の促進

・全国営繕主管課長

会議への付託などに
より実施

H30.2～ 「公共建築工事における工期設定の基本的考え方」の見直し・変更

適正な工期設定が、担い手確保のため必要であること等を追記し、官庁営繕部取りまとめから中央官庁
営繕担当課長連絡調整会議・全国営繕主管課長会議取りまとめに変更

H29.7 「地方公共団体における建築事業の円滑な実施に向けた手引き」の作成

H29.1～ 技術基準等に関する情報提供

技術基準等の活用促進のための資料作成

・「公共建築相談窓口」等
で引き続き支援

発注者の体制等や業務内容の変化に対応した事例集の取りまとめ

H30.5 「建築設計業務委託の進め方」の作成・公表

適切に設計者選定を行うためのマニュアルの作成・公表

「発注者支援業務事例集」の拡充（H30.5）等
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①官庁営繕の技術基準等一覧

計画
・新営予算単価
・新営一般庁舎面積算定基準
・緊急度判定基準

事業管理
・営繕事業の
プロジェクト
マネジメント要領

業務
・建築保全業務共通仕様書
・建築保全業務積算基準、同要領

施設利用
・官庁施設における帰宅困難者対応マニュアル作成の留意事項
・地球温暖化対策に寄与するための官庁施設の利用の手引き

性能
・官庁施設の基本的性能基準
・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準
・官庁施設の環境保全性基準
・官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準
・官庁施設の防犯に関する基準

工事費積算
・公共建築工事積算基準
・公共建築工事標準単価積算基準
・公共建築数量積算基準
・公共建築設備数量積算基準
・公共建築工事共通費積算基準

業務成績評定
・地方整備局等建築設計等委託業務成績評定要領
・公共建築設計等委託業務成績評定基準

工事成績評定
・営繕工事に係る請負工事成績評定要領の運用について
・公共建築工事成績評定基準

官庁施設の性能を設定し、
企画書・営繕計画書へ反映、与条件の整理

設計
<建築設計>
・建築設計基準、同資料
・建築構造設計基準、同資料
・構内舗装・排水設計基準、同資料
･建築工事標準詳細図

<木造設計>
・木造計画・設計基準、同資料

企画書、営繕計画書、性能基準、設計基準等
に基づき設計図を作成

<設備設計>
・建築設備計画基準
・建築設備設計基準
・雨水利用・排水再利用設備計画基準
・官庁施設における雪冷房システム計画指針
･官庁施設におけるクールビズ／
ウォームビズ空調システム導入ガイドライン

①企画・予算措置

計画
・各所修繕費要求単価 ・庁舎維持管理費要求単価

設計図等から工事費を算定

・官庁施設の
企画書及び企
画書対応確認
書の標準的書
式

・官庁施設の
設計段階にお
けるコスト管理
ガイドライン

営繕計画書等の作成

事業の進捗管理等

企画書の作成

設計段階の
コスト管理

保全経費の算定 施設の適切な利用

診断
・官庁施設の津波防災診断指針
・官庁施設の総合耐震診断・改修基準

既存建築物の診断

保全業務の発注

電子納品
・建築設計業務等電子納品要領
・営繕工事電子納品要領
・官庁営繕事業に係る電子納品運用ガイドライン
【営繕業務編・営繕工事編】

電子納品（設計業務等・工事）の作成

設計者・施工者の評価

【主に事業部局が使用】 【主に発注部局が使用】【主に事業部局
・発注部局

双方が使用】

⑤建物の運用・管理

②諸条件の把握 ③発注条件の取りまとめ

④発注・実施 ＜設計関連＞ ＜工事関連＞ ＜書類作成＞

・公共建築工事内訳書標準書式
（建築工事編、設備工事編）

・公共建築工事見積標準書式
（建築工事編、設備工事編）

・公共建築工事積算基準等関連資料

建築物の利用に関する説明書の作成

施設利用
・「建築物等の利用に関する説明書」作成の手引き

BIMの活用

ＢＩＭ
・官庁営繕事業におけるＢＩＭモデルの作成
及び利用に関するガイドライン

施工
・建築工事安全施工技術指針

安全な施工の確保

施工
・地方整備局営繕工事監督技術基準（案）
・地方整備局営繕工事検査基準（案）
・地方整備局営繕工事技術検査基準（案）
・地方整備局営繕工事既済部分出来高算出要領（案）

工事の監督・検査（発注者）

業務（図書作成）
・建築工事設計図書作成基準、同資料
・建築設備工事設計図書作成基準

設計図の作成（書式等の規定）

施工
・公共建築工事標準書式
・営繕工事写真撮影要領

工事書類の作成

【この図は一般的な官庁施設（事務庁舎）の整備において、各技術基準等を主に使用する時期・目的等を整理したものです。】

【主に事業部局が使用】

・建築保全業務労務単価 ・業務継続のための官庁施設の機能確保に関する指針

設計図書作成の効率化

標準仕様書
・公共建築工事標準仕様書 （建築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編）
・公共建築改修工事標準仕様書 （建築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編）
・公共建築木造工事標準仕様書
・建築物解体工事共通仕様書
・公共建築設備工事標準図 （電気設備工事編、機械設備工事編）

建築物の品質・性能の確保、施工の合理化

企
画
立
案
段
階

設
計
段
階

・
工
事
段
階

完
成

引
渡
し
以
降

業務
・公共建築設計業務委託共通仕様書
・官庁施設の設計業務等積算基準、同要領

設計業務の発注

業務
・敷地調査共通仕様書

敷地に係る事前調査の実施

業務
・建築工事監理業務委託共通仕様書
・官庁施設の設計業務等積算基準、同要領

工事監理業務の発注

＜成績評定＞

業務
・公共建築設計業務委託共通仕様書
・官庁施設の設計業務等積算基準、同要領

設計意図伝達業務の発注
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作成の背景と目的

主な内容

②建築設計業務委託の進め方（概要）
ー 適切に設計者選定を行うためのマニュアル ー

○公共建築工事の設計業務委託においては、透明性・公平性を確保した上で、それぞれの工事に最も適した設計者を選定する
必要がある。この点について「官公庁施設整備における発注者のあり方について」答申（平成29年1月20日 社会資本整備審議会）に公共
建築工事の発注者の役割の一つとして改めて明記された。

○これを踏まえ、全国営繕主管課長会議（国土交通省、都道府県及び政令市で構成）において、適切な設計者選定を行うための解説
書「建築設計業務委託の進め方」（平成30年5月）を作成。

○全国の公共建築工事の発注者が設計者選定を行う際のマニュアルとして活用できるよう、業務委託の流れに沿って解説。

①設計者選定の考え方

その他、建築設計業務委託の実施にあたり、引用して使用可能な書式等を「書式集」として整理。

【URL】 http://www.mlit.go.jp/gobuild/susumekata.html

設計者選定方式の種類と特徴、設計業務の内容に応
じた設計者選定方式の選択の考え方を明記

設計与条件（設計業務委託をする際に設計に必要と
なる条件）の設定、事前調査や設計業務に必要な期
間及び予算の確保の重要性を明記

設計者選定方式別に実施方法や留意事項等を明記

②設計者選定手続の前に行うこと

③設計者選定方式別の解説

○設計業務の内容に応じた適切な設計者選定方式の選択

プロポーザル方式 総合評価落札方式 価格競争方式

選定方式の特徴 技術提案書の評価が最も高
い者を設計者として選ぶ

入札額と技術提案との総合
評価により、最も評価点の高
い者を設計者として選ぶ

入札額が最小の
者を設計者として
選ぶ

【国土交通省官
庁営繕の場合】

建築設計業務等
の内容

○新築、増築等の設計
○大規模改修実施設計等

○小規模改修実施設計等

技術的に高度なもの又は
専門的な技術が要求され
る業務であって、提出され
た技術提案に基づいて仕
様を作成する方が優れた
成果を期待できる場合

事前に仕様を確定可能で
あるが、入札者の提示する
技術等によって、調達価格
の差異に比して、事業の成
果に相当程度の差異が生
ずる場合

入札参加要件
として一定の資
格・成績等を付
すことにより品
質を確保できる
場合

全国営繕主管課長会議

（プロポーザル方式における留意事項の例）
・選定及び特定 ・参加資格条件等
・技術提案を求める評価テーマ ・設計者選定委員会
・技術提案の表現
・設計業務委託料、工事費概算額の扱い 等

設計者の創造性、技術力、経験等を適正に審査の上、その設計業務の内容に最も適した
設計者を選定することが極めて重要。

○基本的な考え方

「③設計者選定方式別の解説」において
プロポーザル方式を重点的に解説
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概 要

○答申を踏まえ、国土交通省において、公共建築工事に関する「先

進的取組等の優良事例」や「新たな業務の内容やその具体事例」

を発注者から広く募集し事例集としてとりまとめることを、全国営繕

主管課長会議にて説明し、協力を依頼。

○公共建築工事の発注者の先進的取組・新たな業務内容等の取組

事例集（第一版）を作成（平成30年5月） 。

【URL】 http://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk2_000033.html

③公共建築工事の発注者の先進的取組・新たな業務内容等の
取組事例集について（概要）

作成の経緯
氷見市庁舎（氷見市）

県立・大村市立一体型図書館及び大村市歴史資料館（仮称）（長崎県）

答申や、発注者から寄せられたニーズを踏まえ、他の発注者の参

考となると考えられる5つのテーマに沿った取組を地方公共団体の

発注者に募集し、平成30年3月までに10件の事例をとりまとめた。

【テーマ】
・ 事業部局への発注ルール等の周知
・ 発注者の技術者不足への対応
・ ストックの有効活用のための改修や用途変更工事
・ 他の発注者との施設の合築
・ 複数の用途による複合化

テーマと取組事例の募集を今後も引き続き実施し、新たな取組事
例等を継続的にとりまとめる。

取組の例
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○ 調査及び設計段階

（１）次の期間の十分な想定

①現地調査及び関係者との協議・調整に要する期間

②設計、入札契約手続及び施工の期間

労務・資機材調達等の準備期間、施工終了後の自
主検査等の後片付け期間を追記

③近隣等関係者への説明・調整に要する期間

（２）敷地・施設現況等の事前調査の十分な実施

（３）図面審査の確実な実施、要求性能と施工中の確認
事項の設計図書への明示

○ 工事発注準備段階

（１）適切な工期の入札条件への設定

（２）債務負担行為の積極的活用等、工事施工時期の平準化

（３）技術者を過剰に拘束しない工期設定

○ 入札契約段階

（１）明確な質問回答と施工条件の明示

（２）工期短縮に関する技術提案の原則禁止

○ 施工段階

（１）迅速な承諾行為とワンデーレスポンスの実施
遅滞ない設計意図伝達が必要であることを追記

（２）工事の進捗状況の的確な把握

（３）関係工事間の調整の適切な実施

全体工期のしわ寄せがないよう設備工事など後工程の適正な
施工期間を確保することを追記

④「公共建築工事における工期設定の基本的考え方」について

国土交通省官庁営繕部取りまとめから中央官庁営繕担当課長連絡調整会議及び全国営繕主管課長会議取りまとめに変更

○ その他留意事項

（１）多雨など自然的要因及び労働事情など社会的要因を考慮

（２）週休2日の確保や不稼働日等を考慮

（３）受電時期及び設備の総合試運転期間等の考慮

○ 適正な工期設定を自ら適切に行うことが困難な場合、外部機関
等の仕組みを活用することを追記 等

○ 工期の変更

設計図書の施工条件と現場の状態が一致しない場合等において
適切な設計変更等を実施

○ 基本方針

工事の規模、地域の実情、工事内容、施工条件等を
踏まえ適切に工期を設定

適正な工期設定が、担い手確保のため必要である
ことを追記

「公共建築工事における工期設定の基本的考え方」（注）は適正な工期を確保するための方策や留意事項等を明記したもの
（注）それぞれの現場や発注者の状況等を踏まえ参考とするもの

（赤字は主な変更点）

各種会議や公共建築相談窓口等を通じて公共建築工事等の発注者への普及・促進 6



２．営繕工事における働き方改革の取組状況

時間外労働の上限規制の適用に向けた取組※ 営繕工事における取組

公
共
建
築
工
事
、
民
間
建
築
工
事
の
受
発
注
者
へ
の
普
及
促
進

建設業の働き方改革における今後の取組の方向性を受け、営繕工事における働き方改革の取組をパッケージ化

※出典 ：建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン（第１次改訂）
（平成30年7月 建設業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議 申合せ）

①

②

③

⑤

④

⑥

（４）下請契約における取組

（５）適正な工期設定等に向けた発注者支援の活用

○ 適正な工期設定

・「公共建築工事における工期設定の基本的考え方」に基づき、「建築工事適正
工期算定プログラム（日建連）」を活用した適切な工期設定、工期延期

・後工程（設備工事等）に全体の工期のしわ寄せが無いよう、概成工期（受電時期の

目安）の設定、実施工程表の確認による各工程の適切な施工期間の確保

○ 週休２日の推進
・公共建築工事標準仕様書等において原則週休２日を適用

・週休２日促進工事（モニタリング・労務費の補正等）を実施

○ 施工時期等の平準化
・債務負担行為（適正な工期確保にも寄与）や余裕期間制度の活用

・長期の債務負担行為の活用等により、年度末に集中する完成時期を分散化

○ ICTの積極的な活用等

・施工合理化技術の施工者提案での採用、発注者指定による試行、
総合評価で評価項目に設定、成績評定要領を改定し成績評定で評価

・BIMガイドラインの改定（施工BIMの記載の充実等）

・生産性向上技術の導入に関する調査検討

○ 書類の簡素化
・書類の簡素化（現場での運用の徹底）、省略・集約可能な書類等の明確化

・国の統一基準として工事の標準書式を制定

○ 関係者間調整の円滑化 （建築固有の対応）
・設計者から施工者等への遅滞ない設計意図伝達（報告等の期限を遵守する旨を規定）

・各種ツールの活用促進により、関連する工事間での納まり等の調整を効率化

・会議の早期開催、 ASP等の活用促進により、情報共有や検討を迅速化

○ 予定価格の適正な設定
・営繕積算方式において法定福利費・安全衛生経費を適切に計上

（凡例 ： 既往・継続の取組－青字 30年度からの取組－赤字）

（１）適正な工期設定・施工時期等の平準化

建設工事に従事する全ての者が時間外労働の上

限規制に抵触するような長時間労働を行うことのな

いよう、建設工事に従事する者の週休２日の確保等

を適切に考慮するものとする。

（２）必要経費へのしわ寄せ防止の徹底
（法定福利費や安全衛生経費など）

適正な工期設定に伴い、労務費は勿論のこと、社

会保険の法定福利費、安全衛生経費などの必要経

費にしわ寄せが生じないよう、適正な請負代金によ

る請負契約を締結するものとする。

（３）生産性向上

調査・測量から設計、施工、検査、維持管理・更新

に至る各段階における受発注者の連携等を通じて、

建設生産プロセス全体における生産性向上を推進

する。
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①営繕工事における各工程の適正な施工期間の確保

1 概成工期の設定 （工事発注準備段階）

２ 実施工程表の確認 （工事施工段階）

※１ 建築物等の使用を想定して総合試運転調整を行ううえで、関連工事を含めた各
工事が支障のない状態にまで完了しているべき期限。

※２ （一社）日本建設業連合会作成の最新版。
※３ 概成工期が設定された工事の場合。

○ 新築を対象として、総合試運転調整の期間を確保するため、

概成工期※１を設定し、現場説明書等に特記

○「建築工事適正工期算定プログラム」※２を参考として設定

■ 建築工事の工程の例（事務所、ＲＣ－４、３，０００㎡）

○ 監督職員は、実施工程表の承諾に際し、以下の内容を確認

① 概成工期が明記されていること※３

② 監督する工事の各工程の施工期間が適正に確保されて

いること

③ 別契約の関連工事の施工期間が適正に反映されている

こと

④ 特に、建築工事においては、全体の工程に影響する可能

性の高い、次に示す設備工事の施工期間が適正に確保さ

れていること

ア）天井内のダクト、配管、ケーブルラック及び配線

イ）屋上設備

ウ）総合試運転調整

○ 監督職員は、実施工程表が変更された場合の承諾に際して

も、必要に応じて、上記の内容を確認

天井内の
ﾀﾞｸﾄ、配管、
ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ
及び配線

屋上設備
後工程（設備工事等）に
しわ寄せを生じさせない

総合試運転調整

工
事
着
手

工
事
着
手

上
棟

概
成

竣
工

工期

概成工期

後工程（内装工事、設備工事、舗装工事等）にしわ寄せを生じさせないよう配慮するなど、
各工程の適正な施工期間を確保する。

8



②営繕工事における週休２日工事のモニタリング

＜対象工事＞※平成30年3月19日現在

記者発表資料
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〇 週休２日工事は、４週８休以上の現場閉所

〇 対象期間は工事着手日から工事完成日までの期間（年末年始や工場製作期間などを除く）

〇 発注者が週休２日の取組を指定する発注者指定方式と受注者が発注者へ週休２日に取組む旨を協議して取組む

受注者希望方式のいずれかで実施

〇 現場閉所の状況に応じた補正係数により労務費（予定価格のもととなる工事費の積算に用いる複合単価、

市場単価及び物価資料の掲載価格（材工単価）の労務費）を補正※

共通仮設費及び現場管理費は工期に応じて算出

※ 発注者指定方式は当初予定価格で①の補正係数により労務費を補正、①の現場閉所率（対象期間内の現場閉所

日数の割合）が未達の場合は減額変更。受注者希望方式は当初予定価格では労務費補正は行わず、

現場閉所率達成状況により①～③の補正係数により増額変更

○ 工事成績については、｢休日・代休の確保｣を標準の評価項目として設定、従来と同様に休日・代休が確保された

場合に評価

〇 現場閉所状況の確認については、受発注者双方の事務負担が増大しないよう、既存書類を活用

〇 週休２日工事については、モニタリングを実施

②国土交通省営繕工事における週休２日工事の概要

現場閉所の状況 補正係数

①4週8休以上（現場閉所率28.5%（8日/28日）以上の場合 1.05

②4週７休以上4週8休未満（現場閉所率25％（7日/28日）以上28.5％未満） 1.03

③4週6休以上4週7休未満（現場閉所率21.4％（6日/28日）以上25％未満） 1.01

・ 政府の働き方改革実行計画（平成29年3月）等に建設業においては週休２日の推進等の休日確保などに取組むことが位置づけ

・ 建設現場の週休２日と円滑な施工の確保をともに実現させるため、平成30年４月１日以降に入札手続きを開始する週休２日

工事において労務費等の補正を導入
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③建築分野（営繕工事）における施工合理化技術の活用方針

「営繕工事における施工合理化技術の活用方針」の概要（平成30年4月10日以降に入札契約手続きを開始する官庁営繕関係の新営工事に適用）

(1) 発注者指定で施工合理化技術※1の活用（試行）を開始
実施内容：発注者指定で①施工BIM、②情報共有システム、③ICT建築土工、④電子小黒板の活用（試行）を実施、省人化効果等を検証。
対象工事：平成30年度に発注する新営工事（官庁営繕費）であってS型※2で試行【①，③，④】

新営工事において、整備局等が定める運用に基づいて発注者指定で活用【②】

①施工BIM ②情報共有システム ③ICT建築土工 ④電子小黒板

(2) 総合評価落札方式で施工合理化技術を評価項目とする取組を導入
実施内容：S型における技術提案の評価項目において施工合理化技術に関する提案を求め評価
対象技術：施工合理化技術（上記(1)の発注者指定の試行対象技術を除く）
対象工事：新営工事（建築・電気・機械）であってS型によるもの

(3) 施工合理化技術について請負工事成績評定にて評価する旨を入札説明書等に明記
実施内容：施工合理化技術が提案され効果が確認されたものについては、請負工事成績評定にて評価する旨を入札説明書等に明記し、

受注者に技術提案を促します。
対象技術：施工合理化技術（上記(1)の発注者指定の試行対象技術を除く）
対象工事：新営工事（建築・電気・機械）すべて

・平成29年12月、「新しい経済政策パッケージ」において、平成30年度から建設現場の生産性向上を図るi-Constructionを
建築分野にも拡大する方針が閣議決定

・平成30年度に発注する新営工事において発注者指定で施工合理化技術の活用（試行）を開始
・総合評価落札方式で施工合理化技術を評価項目とする取組を導入
・施工合理化技術を提案し効果が確認された場合は、工事完了後の請負工事成績評定にて評価する旨を入札説明書等に明記

※１ 施工合理化技術：プレハブ化、ユニット化、自動化施工（ICT施工、ロボット活用等）、BIM、ASP等を活用したもので施工の合理化に資するもの。
※２ S型：入札契約方式が技術提案評価型S型を指す。

（発注者が標準案に基づき算定した工事価格を予定価格とし、その範囲内で提案される施工上の工夫等技術提案と価格との総合評価を行う方式）

試行 試行 試行

入口評価

出口評価

活用

例：プレハブ化・ユニット化 例：ロボット活用

CLOUD

発注者設計者

施工者監理者

多様な関係者間の遅滞ない合意形成 情報の一元管理 3次元MC・MG建機による施工 工事書類の作成手間を軽減
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④営繕工事における工事関係図書等に関する効率化の徹底
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書
式
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電
子
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そ
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他

工事関係図書等に関する

建設業団体からの意見

（件数）

○ 提出を求める工事関係図書等の考え方 を整理
① 監督行為として監督職員の所持が必要な書類

② 発注者が行った監督の経緯を明らかにするために必要な書類 に限る

この考え方に基づき、受注者に 提出を求める 「工事関係図書等一覧表」（９３種類） を設定

○ 各地方整備局等において、工事の内容に応じて必要な書類を選定するとともに

品質に影響のない範囲で 協議により省略・集約を行う こととした
（工事着手前に受発注者で省略可能な書類に係る協議を実施）

○ 省略・集約が可能な工事関係図書の考え方 を整理
① 工事関係図書等のうち、必要な内容が記載された他の書類等があるものについて、提出または提示に

より、新たな図書の作成・提出を求めない

② 関連する内容を記載する複数の工事関係図書等については、必要事項を一つの図書に集約してもらう

ことで、他の図書の提出を求めないことができる

この考え方に基づき 協議による省略・集約がしやすくなるよう

「省略・集約が可能な工事関係図書等」を明示 【別紙参照】

⇒ ９３種類中１９種類（約２割）を削減可能 なものとしてリストアップ

○ 受注者の事務合理化のため、受注者の独自書式の使用を可能とした

○ 添付資料は必要最小限で簡素なものとし、二重提出（紙と電子）を求めないこととした

（平成29年度調査結果による）

【H26.4】「営繕工事における工事関係図書等※に関する効率化実施方針」を制定し、
受注者へ提出を求める工事関係図書等の明確化及び削減を実施

【H30.4】営繕工事における工事関係図書等に関する効率化の徹底

＊書式の自由化
の意見も多い

※工事関係図書等とは、

契約図書、契約関係書類、工事関係書類及び
工事完成図書をいう。

＊さらなる省略・集約
の意見が多い

これまでの取組

今回実施

N=282

（次の内容を地方支分部局に通知）

実状

課題

○協議による工事関係図書
等の省略・集約が必ずし
も十分なされているとは
いえない

○受注者の独自書式を用い
ることができない
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④（別紙）省略・集約が可能な工事関係図書等

○省略・集約等により効率化できる図書（１９種類）
図書名 効率化の考え方

火災保険等加入状況報告書 保険契約締結後、直ちに証券等の写し、保険会社の証明書等を監督職員に提出することで省略

工事実績情報登録報告書 工事カルテの写しのみを提出することで省略

施工管理技術者通知書 施工管理技術者の氏名その他必要事項を（工種別）施工計画書に記載し、資格証明等を添付する等で省略可

電気保安技術者通知書 電気保安技術者の氏名その他必要事項を（総合）施工計画書に記載し、資格証明等を添付する等で省略可

工事用電力設備の保安責任者通知書
工事用電力設備の保安責任者の氏名その他必要事項を（総合）施工計画書に記載し、資格証明等を添付する等
で省略可

技能士通知書 技能士の氏名その他必要事項を（工種別）施工計画書に記載し、資格証明等を添付する等で省略可

技能資格者通知書 技能資格者の氏名その他必要事項を（工種別）施工計画書に記載し、資格証明等を添付する等で省略可

緊急連絡体制 緊急時の連絡体制を（総合）施工計画書に記載する等で省略可

工事安全計画書
建設工事公衆災害防止対策要綱(建築工事編）に基づく工事現場の安全対策を（総合）施工計画書に記載する等
で省略可

下請負人通知書 施工体制台帳を提出する等で省略可

作業員名簿 施工体制台帳を提出する等で省略（特に厳しいセキュリティが求められ、事前登録が必要な場合等を除く）

主要（資材・機材）発注先通知書 主要資材・主要機材の発注先を（工種別）施工計画書に記載する等で省略可

週間工程表（または月間工程表）
原則として、実施工程表の補足として提出を求めるものは、月間工程表（または週間工程表）とすることで、週間
工程表（または月間工程表）を省略可

確認・立会い請求書
確認・立会いの希望日その他必要事項を実施工程表、工事週報、月間工程表、工事打合せ書等に記載する等で
省略可

工事材料搬入報告書 工事写真を提出する、工事打合せ書に記載する、納品書のコピーを提出する等で省略可

工事材料場外検査願 検査希望日その他必要事項を実施工程表、工事週報、月間工程表、工事打合せ書等に記載する等で省略

現場休止届 現場の休止期間その他必要事項を実施工程表、工事週報、月間工程表、工事打合せ書等に記載する等で省略

休日夜間作業届 作業日時その他必要事項を実施工程表、工事週報、月間工程表、工事打合せ書等に記載する等で省略

産業廃棄物管理表（マニフェスト） マニフェストを提示することにより提出は不要（施工報告書等にマニフェストの添付は不要）

○一部工種または材料において効率化できる図書（２種類）
図書名 効率化の考え方

施工計画書 工数の少ない工種は、他の工種に集約して記載する等で効率化

材料の品質等を証明する資料
設計図書でＪＩＳ等の規格が指定されている材料で、全数確認が必要な工種（杭、塗装、防水、吹きつけ等）以外
は、搬入時の工事写真を提出する等で効率化 13



⑤営繕工事の生産性向上に向けた施工段階における関係者間調整の円滑化

※３：施工段階で行う、設計意図を正確に伝えるための質疑応答・説明等、材料・機材等の選定に関する検討・助言等、※４：工事受注者が施工上密接に関連する工事間で行う納まり等の調整、※５：（公社）日本建築士会連合会

■ 円滑化のための実施事項 ■

◇ 各種ﾂｰﾙを活用した取組の促進
・ 納まり等の調整用図面を作成する場合、

必要に応じて「総合図作成ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」※５を参照
・ BIM活用促進

◇ 関係者が一堂に会する会議の早期開催
・ 工期の始期日以降速やかに開催
・ 検討事項について、期限や担当を共有

◇ 情報共有ｼｽﾃﾑの活用促進

① 遅滞ない設計意図伝達※３ ② 納まり等の調整※４の効率化 ③ 情報共有や検討等の迅速化

※１：施工者に対する発注者の指示または承諾、※２：発注者、設計者、工事監理者、工事受注者、施設管理者等の多様な関係者間での調整

○ 営繕工事の生産性向上に向けて、現場への指示等※１を適時に行えるよう、工事の各工程における関係者間調整※２を円滑化

するために発注者として実施する事項を平成30年3月に取りまとめ、国及び都道府県、政令市等にも周知した。

◇ 遅滞ない設計意図伝達を仕様書に明記
・ 常に工事の工程を確認して業務を実施
・ 検討、報告等の期限を遵守

ＢＩＭの活用例

総合図※６作成による整合性の確認 BIMを活用した干渉チェック

干渉部分の可視化

従来方法 生産性向上
※６：施工者が設計図を基に作成する図面に、各種建築、設備機器などの取り付け位置と寸法を入れて表記した図面

精度の高い３Ｄ図面により、施工部位の干渉チェック等が容易に実施可能

14



【設計意図伝達業務】

⑥遅滞ない設計意図伝達（施工段階の設計）

設計段階 工事施工段階

【工事監理業務】

【設計業務】
（基本設計、実施設計）

設計意図伝達業務は
設計者が実施（随契）

○工事施工段階で設計者が行うことに合理性がある実施設計（建築士法令に規定）。

○具体的には、設計意図を正確に伝えるため、設計図書に基づき、①質疑応答等、②工事施工者が作成する
施工図等※１の確認、③工事材料、設備機器等の選定（色、柄等を含む）に関する助言等を行う。

■設計意図伝達業務とは

工事が設計図書どおりに実施されているか
確認する業務

設計者

工事監理者

工事施工者
【工事】

施工図等（施工者が作成）が設計図書どおりか検討

設計意図を反映した施工図等を作成し、工事を実施

（建築士※２）

（建築士※２）

※２ 建築士法により、設計・工事監理は建築士が行うことを義務づけ

■取組内容

○営繕工事の生産性向上のためには、施工段階において、発注者を含めた関係者間で的確な情報共有に努め
るとともに、設計者が設計意図を遅滞なく工事施工者及び工事監理者に対して伝達し、迅速な意思決定に資
するようにすることが不可欠。

○工事の工程に連動した「遅滞ない設計意図伝達」を確実に実施するため、国土交通省地方整備局等が発注
する営繕工事における設計意図伝達業務委託契約の仕様書において、以下を新たに契約事項として規定。
①常に工事の工程を確認して業務を実施すること
②工事の工程に合わせて検討、報告等の期限が設定された場合は、これを遵守すること 等

※１ 設計意図が正確に反映されていることを確認する必要があるものに限り、特記仕様書に具体的に記載する。

（平成29 年10 月1 日以降に契約手続きを開始する設計意図伝達業務において実施）
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中央合同庁舎第７号館
ＰＦＩ事業により
維持管理・運営中

衆議院及び参議院 議員会館
ＰＦＩ事業により維持管理・運営中

中央合同庁舎第８号館
ＰＦＩ事業により維持管理・運営中

霞が関団地一団地の官公庁施設
の範囲（約103ha）

財務省庁舎
耐震改修工事中

新たな国立公文書館
設計業務発注手続き中

３．霞が関地区の主な整備状況

ＰＦＩ事業

その他事業

平成20年6月答申「今後の霞が関地区の整備・活用のあり方」等を踏まえ、官庁営繕部は霞が関地区の官庁施設整備を推進。
新たな国立公文書館の設計業務を発注手続き中。
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■新たな国立公文書館新築■財務省本庁舎耐震改修

基礎下免震改修工法 断面図

事業
内容

本庁舎の基礎下免震
改修

事業
期間

H27～H31工事（予定）

構造
規模

鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造
地上5階地下1階
建築面積 11,870㎡
延床面積 56,208㎡

○主要事業の概要

○最新の科学的知見に基づいて検討された大地震（首都直下地震、南
海トラフ巨大地震）の発生後においても、災害応急対策活動拠点として、
建物の継続利用が可能となるよう耐震性能の向上を目的とした耐震改
修を実施。

○庁舎機能を維持しながらの工事を実現するため、基礎下免震改修工
法を採用。（現在は前半工程における免震装置据え付けを実施）

国会議事堂

建設地

国立公文書館

憲政記念館

【建物の概要】
場所：国会前庭

（憲政記念館敷地）
階数：地上３階地下4階程度
面積：約42,000㎡

一般 職員

一般 職員
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